個別支援計画未作成減算の取扱いについて
個別支援計画は、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、指定障害福祉サービス等の目標及びその達成時期、サービス提供上の留意事項等を記載した書面

①アセスメントの実施

　・利用者に面接して行わなければならない(利用者に説明、理解)

②個別支援計画の原案の作成（保健医療サービス等も含める）

③個別支援計画作成に係る会議の開催

　・支援に当たる担当者を招集し意見を求める

④個別支援計画の原案について利用者又はその家族等に説明し、同意を得る

⑤個別支援計画を利用者に交付

⑥定期的なモニタリングの実施（利用者面接、モニタリング結果の記録）

⑦個別支援計画の見直し

・最低の見直し期間は決まっているが、必要に応じ計画の変更を行うこと

※個別支援計画の変更に当たっては、①～⑤の手順により行うこと

見直しの最低期間

療養介護　　　　　　　　   6月

生活介護　　　　　　　　   6月

自立訓練(機能訓練)　　　   3月

自立訓練(生活訓練)         3月

就労移行                   3月

就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） 6月

障害者支援施設             6月
減算基準
・未作成の場合(算定不可の場合もあり)
・説明、同意無しの場合（書面として残っていない。）
・モニタリング結果の記録がない場合
・特別な理由なく見直しが行われていない場合
